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環境・資源エネルギー委員会（2020年度）
委員長／程 近智・栗原 美津枝

菅政権は2050年までの温室効果ガス排出実質ゼロ（2050年カーボンニュー
トラル）を国際社会に表明し、脱炭素社会移行への取り組み強化を重要な政
策課題と位置付けている。今夏に見直し予定の「エネルギー基本計画」は、そ
の目標に向けたマイルストーンとして重要な意味を持つ。程近智委員長と栗
原美津枝委員長が語った。

>>委員長メッセージ

カーボンニュートラルに向けカーボンニュートラルに向け
グレートリセットの認識のもとグレートリセットの認識のもと
ビジョンとロードマップの提示をビジョンとロードマップの提示を

経済同友会は2020年７月に
再エネ比率40％を提言

栗原　国の「第５次エネルギー基本計
画」では、2030年電源構成比率を再生可
能エネルギー（以下再エネ）22〜 24%、
原子力20〜 22%、火力56%としていま
すが、経済同友会では昨年、再エネの
目標比率を40%に引き上げるべきと野
心的な提言をしました。 非常にハード
ルが高い目標ですが、諸外国ではすで
に同程度の目標を立てており、目指す
べき数値と考えています。
　再エネの構成比を高めるためには大
量導入自然エネルギーの技術的課題を
克服しなくてはなりません。そのため
にはエネルギーの供給側と需要側双方
が企業・産業の垣根を超えて、バック
キャストの視点でその実現策を検討す
ることが重要です。
程　今夏には「エネルギー基本計画」が
見直される予定です。日本が世界から
取り残されないように、各々のセクター
が自分ごととして取り組んでいかなけ
ればならない節目だと思います。情勢
を鑑みてRE100＊にシフトした企業が
ある一方、鉄鋼会社や化学会社などは

今後基盤技術の大転換が必要です。
　また単に電源構成比率を変えるのが
目的なら、海外から先端的かつコスト
効率が良い技術を輸入し、電源構成の
転換を速やかに実現すればよいとの考
え方もあります。ただ、転換の過程で
できれば日本からグローバル競争力の
ある技術を育てたいという成長戦略と
リンクした目的もあります。

ゼロエミッション電源である
原子力の有効活用のための議論を

栗原　「2050年カーボンニュートラル」
実現は、原発の活用無しには困難です。
経済同友会では「縮・原発」の考え方を
基本に、2030年原子力比率の下限20%
を提案してきました。少なくても27基
稼働を前提とした「15％程度」を下限と
して環境整備を行う必要があります。
そのため安全性が確認された原発の20
年延長の着実な実施や、震災以降稼働
を停止している原発については停止期
間を稼働期間に加えずに活用すべきだ
としました。
程　一挙に再エネに転換することは制
約もあります。原発についても議論の
テーブルに乗せることが必要です。安

全性向上や廃炉のためには技術や人材
の確保が不可欠ですし、世界では小型
モジュール炉（SMR）など、中長期的
に安全性が向上した次世代原発の研究
開発も進められていますので、原子力
事業活用のための政策方針を明確にす
るべきでしょう。エネルギーミックス
を考える上ではカーボンニュートラル
実現にはゼロエミッション電源として
の原子力や火力の高効率化、省エネや
蓄エネなどバランスを取りながら進め
ること、さらには核融合炉などのムー
ンショット技術にも挑戦していく必要
があるでしょう。  

エネルギー政策の議論の場には
直接の影響がある次世代も参加を

栗原　経済同友会では多くのステーク
ホルダーの意見を吸い上げる場として、
「未来選択会議」を活用しようと考えて
います。エネルギー政策は直接に次世
代の利益に密接にかかわるので、次世
代の人々に参加していただき、データ
やファクトに基づいて何を選択してい
くべきかを考えてもらえる場になれば
と思います。
　また今後の革新的技術開発とその実

  （インタビューは３月26日に実施）

＊ 世界の企業が事業で使用する電力の再生可能エネルギー100％化にコミットする協働イニシアチブ
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装、産業構造転換を含めた新たなビジ
ネスモデル、サプライチェーンの構築
には巨額の投資が必要となることから、
金融の促進は不可欠です。こうした金
融を加速するためにも、脱炭素社会に
向けたビジョンを国がリーダーシップ
を取って描き、長期的視点でのロード
マップの策定、インセンティブ設計が
重要と考えます。
程　多くの日本人は現在電力の85％が
化石燃料由来で、その比率を大きく変
えるまでの猶予期間があと９年しかな
いことを知らないと思います。自分ご
ととして議論していく雰囲気をつくっ
ていかないといけないと思います。
　経済界や政治家は、コンセンサスを
作り上げていくプロセスと、世界での
競争力を上げていくプロセスという両
輪を回すナビゲーションをしなければ
ならないでしょう。経営者はエネルギー
問題をあらためて勉強し、速やかにア
クションしていくことが求められま
す。今が正しくグレートリセットのタ
イミングです。

経済同友会は2020年７月の提言『2030
年再生可能エネルギーの電源構成比率を
40％へ―その達成への道筋と課題の克服―』
において、2030年までの再生可能エネル
ギー（再エネ）の大量導入とエネルギーミック
ス（電源構成）における再エネ比率の拡大に

テーマを絞り、2030年における日本の再エ
ネ主力電源化に向けた道筋と課題を整理し
た。本意見では、今夏に見直しが予定されて
いるエネルギー基本計画について再エネも含
めたエネルギーミックス（電源構成）とエネ
ルギー政策決定のあり方について意見する。

意見Ⅰ　2030年エネルギーミックス(電源構成)について

意見Ⅱ　エネルギーに関する政策決定のあり方について

１.�再生可能エネルギー比率の引き上げを
(2030年40％へ)
政府の「2050年カーボンニュートラル」方
針を踏まえ、2030年電源構成における再エ
ネ目標比率を「40％」（太陽光と風力で30％、
水力・地熱・バイオマスなどで10％）に引き
上げるべきである。再エネ大量導入には「高コ
スト」「系統制約」「バックアップ電源（出力調
整）」などの課題があり、「40％」の実現は決
して容易ではないが、野心的目標を掲げ、
バックキャストの視点で、その達成に向けた
ロードマップを描き、実現策を検討すること
が重要である。
２.�ゼロエミッション電源である原子力の有
効活用を(下限15％～現行目標)
「2050年カーボンニュートラル」の達成に
はゼロエミッション電源である「再生可能エ
ネルギー」と「原子力」を最大限に活用するこ
とが鍵となる。本会は「縮・原発」のスタンス
を基本に、少なくとも新規制基準への適合審
査で許可済みおよび申請済みの27基稼働を

前提とする「15％程度」を下限とし、現行目
標（20～22％）の達成を可能とする環境整備
（高レベル放射性廃棄物最終処分問題、核燃
料サイクル政策の再構築など）を国が責任を
持って行うべきである。
３.�「脱化石燃料」に向けたビジョンとロード
マップの提示を
世界的な「脱化石燃料」の流れが加速し、
ESG投資やダイベストメントの動きが活発
化している。輸入化石燃料に大きく依存する
わが国としては、長期的視点で「脱化石燃料」
に向けたビジョンを描き、ロードマップを策
定すべきである。特に石炭火力については、
①非効率と定義される超臨界以下の石炭火力
への依存度が高い地方へのフェードアウト支
援、②高効率の超超臨界やバイオマス混焼の
高効率火力発電所の有効活用、③新興国・途
上国における脱石炭技術の提供などを踏ま
え、諸外国の動向を踏まえながら時間軸を考
えた現実的なロードマップが必要である。

１.�「供給者」視点だけでなく、「需要者」視点
も重視した基本計画策定を

　世界ではRE100企業が取引先に対して再
エネ調達を取引条件として要請・要求する動
きが出始めており、需要者である企業の再エ
ネ需要の増加も想定される。家庭部門におい
ても、電力などの自由な選択の機会が広がれ
ば、それぞれの価値観に沿った形でのエネル
ギー選択が進む可能性もあり、需要側の視点
も判断要素として重視すべきである。また、
省エネや水素利用、電化の推進など、需要側
での脱炭素に向けた取り組みも重要である。
２.�エネルギーと気候変動に関する一元的な
政策立案を
カーボンニュートラル実現には、経済産業
省（資源エネルギー庁）と環境省のより緊密
な協働に加え、総務省（スマートシティなど）、
国土交通省（次世代交通システムなど）、文
部科学省（環境エネルギー技術開発など）な
ど他省庁も重要な役割を担うことから、省庁
横断の司令塔機能の強化（内閣官房や内閣府

の下に司令塔機能を置くなど）が重要である。
３.�国民、特に次世代の声を政策決定に反映
する場の設置を
エネルギー政策は再生可能エネルギー、原
子力、石炭など立場や価値観によって考え方
が対立するテーマであることから、データや
ファクトに基づき、選択肢とそれぞれのコス
トを国民が十分に理解した上で、議論し選択
していくことが必要である。気候変動やエネ
ルギー問題は次世代の利益に密接に関係す
る。次世代の意見も十分反映する機会が必要
であり、例えばフランスやイギリスの「気候
市民会議」のように、日本も多様なステーク
ホルダーが議論に参加できる場を通じ、国民
的な合意形成を図っていくことが重要である。

詳しくはコチラ

意見概要（３月26日発表）

「エネルギー基本計画」見直しに関する意見

CLOSE-UP 提言CLOSE-UP 提言
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